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１．１７年９月中間期の業績（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日） 

(1) 経営成績             (注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益  

 百万円      ％ 百万円     ％ 百万円       ％  

１７年９月中間期  ２３,０５７ ( １.６)     ５９９ ( ４３.７)     ４２５ ( ９１.１)  
１６年９月中間期  ２２,６９３ (△３.６)     ４１７ (△２７.０)     ２２２ (△３９.８)  

１７年３月期  ４５,５０７    １,２５６      ８１７   
 

 
中 間 (当 期) 純 利 益 

1株当たり中間 

(当期)純利益 

           百万円         ％      円  銭 

１７年９月中間期        △７３  (       )      △５ ４７ 

１６年９月中間期     △１,１４４  (       )     △８５ ３２ 

１７年３月期      △８８２      △６５ ８４ 

(注)1．期中平均株式数 17年9月中間期 13,408,493株 16年9月中間期 13,410,038株 
                        17年3月期 13,409,538株 
  2．会計処理の方法の変更   有 ・ ○無 
  3．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2) 配当状況 

 
1株当たり 

中間配当金 

1株当たり 

年間配当金 

  円 銭  円 銭 

１７年９月中間期    ５ ００         

１６年９月中間期    ３ ００         

１７年３月期             ６ ００ 
 
(3) 財政状態            (注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

１７年９月中間期       ３４,０３６           ７,３１７             ２１.５   ５４５ ５７ 

１６年９月中間期       ３３,９９７           ７,０２９             ２０.７   ５２４ ２１ 

１７年３月期       ３３,８８１           ７,３０１             ２１.６   ５４４ ５７ 

(注)1．期末発行済株式数 17年9月中間期 13,411,788株 16年9月中間期 13,409,547株 

                          17年3月期 13,408,452株 

  2．期末自己株式数  17年9月中間期139,207株 16年9月中間期141,448株 17年3月期142,543株 
 
２．１８年３月期の業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

1株当たり年間配当金  
 売 上 高 経常利益 当期純利益 

期 末   

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 

通 期   ４５,９６０      １,０６０      ２６０      ５ ００ １０ ００ 

 

(参考) 1株当たり予想当期純利益（通期）１９円３９銭 ※営業利益１,４２０百万円 
 
※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、
今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 

 

― ２４ ― 

  



１－ａ中 間 貸 借 対 照 表

（単位：千円）

期　　別 前　期　の　要　約

貸　借　対　照　表

（平成16年9月30日現在） （平成17年9月30日現在） （平成17年3月31日現在）

科　　目 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

(資　産　の　部) ％ ％ ％

 流  動  資  産

現 金 及 び 預 金 1,764,619 1,034,026 1,729,690

売 掛 金 610,808 806,122 574,235

有 価 証 券 20,130 －　 －　

た な 卸 資 産 7,269,197 7,433,351 7,485,774

そ の 他 655,818 761,742 605,603

流 動 資 産 合 計 10,320,57430.4 10,035,24329.5 10,395,30430.7

 固  定  資  産

建 物 4,301,629 3,955,514 4,146,835

土 地 9,529,005 9,529,005 9,529,005

そ の 他 703,494 612,264 632,368

有形固定資産合計 14,534,12942.8 14,096,78341.4 14,308,20942.2

119,4250.3 92,2560.3 118,4450.4

投 資 有 価 証 券 780,351 1,081,401 868,557

保 証 金 5,876,260 5,678,244 5,789,640

そ の 他 2,430,610 3,116,545 2,465,537

貸 倒 引 当 金 △64,325 △64,325 △64,325

投資その他の資産合計 9,022,89726.5 9,811,86628.8 9,059,41026.7

固 定 資 産 合 計 23,676,45269.6 24,000,90670.5 23,486,06569.3

資 産 合 計 33,997,027100.034,036,150100.033,881,369100.0

（注）千円未満の端数は切り捨てて表示しております。

前　中　間　期　末 当　中　間　期　末

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

－　２５　－



（単位：千円）

期　　別 前　期　の　要　約

貸　借　対　照　表

（平成16年9月30日現在） （平成17年9月30日現在）（平成17年3月31日現在）

科　　目 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

(負　債　の　部) ％ ％ ％

  流  動  負  債

買 掛 金 7,379,724 7,092,396 6,287,794

短 期 借 入 金 8,010,800 5,443,000 8,187,600

１年以内償還予定社債 60,000 1,030,000 130,000

未 払 法 人 税 等 160,045 156,053 183,842

そ の 他 1,085,788 1,655,226 1,052,733

流 動 負 債 合 計 16,696,35849.115,376,67645.215,841,97046.7

  固  定  負  債

社 債 1,440,000 725,000 1,690,000

長 期 借 入 金 6,607,000 8,304,000 6,689,400

退 職 給 付 引 当 金 1,086,801 1,171,238 1,209,327

役員退職慰労引当金 907,500 879,500 929,260

そ の 他 229,968 262,661 219,526

固 定 負 債 合 計 10,271,27030.211,342,39933.310,737,51331.7

負 債 合 計 26,967,62879.326,719,07578.526,579,48478.4

(資  本　の　部)

  資    本    金 2,874,2548.5 2,874,2548.5 2,874,2548.5

  資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 3,406,859 3,406,859 3,406,859

資 本 剰 余 金 合 計 3,406,85910.03,406,85910.0 3,406,85910.1

  利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金 298,497 298,497 298,497

任 意 積 立 金 1,400,000 500,000 1,400,000
中 間 未 処 分 利 益 又 は
中間 (当期 ) 未処 理損失 ( △ )

利 益 剰 余 金 合 計 720,7122.1 827,7112.4 941,7622.8

  その他有価証券評価差額金 90,0400.3 269,5640.8 141,9070.4

  自　己　株　式 △62,467△0.2 △61,314△0.2 △62,897△0.2

資 本 合 計 7,029,39820.77,317,07421.5 7,301,88521.6

負 債 資 本 合 計 33,997,027100.034,036,150100.033,881,369100.0

（注）千円未満の端数は切り捨てて表示しております。

△977,784 29,214 △756,734

前　中　間　期　末 当　中　間　期　末

－　２６　－



（単位：千円）

期     別 前  期  の  要  約

損  益  計  算  書

自 平成16年4月 1日 自 平成17年4月 1日 自 平成16年4月 1日

至 平成16年9月30日 至 平成17年9月30日 至 平成17年3月31日

科     目 金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額 百分比

％ ％ ％

売 上 高 22,693,836100.023,057,260100.045,507,824100.0

売 上 原 価 16,663,26873.416,737,71072.633,262,07273.1

売  上  総  利  益 6,030,56726.66,319,54927.412,245,75126.9

営 業 収 入 286,6601.3 319,3941.4 639,4781.4

営  業  総  利  益 6,317,22827.96,638,94328.812,885,23028.3

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,899,90226.06,039,17726.211,629,14125.6

営   業   利   益 417,3251.9 599,7652.6 1,256,0882.8

営 業 外 収 益 30,2470.1 33,1300.1 42,0800.1

営 業 外 費 用 224,6811.0 206,9010.9 480,6671.1

経   常   利   益 222,8911.0 425,9951.8 817,5011.8

特 別 損 失 1,403,4176.2 442,4511.9 1,570,5253.5

法人税、住民税及び事業税 136,6840.6 132,2530.5 352,1960.8

法 人 税 等 調 整 額 △173,021△0.8 △75,374△0.3 △222,309△0.5

前 期 繰 越 利 益 166,404 103,040 166,404

中 間 配 当 額 －　 －　 40,228

自 己 株 式 処 分 差 損 －　 490 －　

中 間 未 処 分 利 益 又 は

中間 (当 期)未処理損失（△）

（注）千円未満の端数は切り捨てて表示しております。

前　中　間　期 当　中　間　期

税引前中間(当期)純損失

中 間 (当 期 )純 損 失 882,9101.91,144,1895.0 73,3360.3

△977,784 29,214 △756,734

１－ ｂ中 間 損 益 計 算 書

1,180,5265.2 16,4560.1 753,0241.7

－　２７　－



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 １．資産の評価基準及び評価方法  

       (１)有価証券 

        子 会 社 株 式           移動平均法による原価法 

        その他有価証券 

時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 

                     時価のないもの  移動平均法による原価法 

        (２)デリバティブ 時価法 

        (３)たな卸資産 

        商     品  店舗在庫商品      売価還元原価法 

              物流センター在庫商品  移動平均法による原価法 

        貯  蔵  品  最終仕入原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、

定額法を採用しております。  

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建物   2～50年  構築物  3～60年 

 ３．引当金の計上基準 

(１)貸倒引当金  

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

 (２)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上し

ております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)

による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(10年)による 定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理す

ることとしております。 

(３)役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上して

おります。 

  なお、当社は、平成17年６月をもって当内規を廃止したため、平成17年７月以降、

新たな役員退職慰労引当金の繰入は行っておりません。当中間会計期間末における役

員退職慰労引当金残高は当内規の廃止以前から在職している役員に対する支給予定

額であります。 

 ４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

 ５．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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６．ヘッジ会計の方法 

  (１)ヘッジ会計の方法 

 主として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理

の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件を

満たしている場合は特例処理を採用しております。 

   (２)ヘッジ対象 

   借入金、社債及び外貨予定取引 

   (３)ヘッジ方針 

通常業務を遂行するうえで金利・為替変動のリスクを調整・コントロールするため、

金利スワップ・為替予約等のヘッジ手段を利用することがあります。なお、投機目的

やトレーディング目的ではヘッジ手段を利用しない方針であります。 

   (４)ヘッジの有効性評価の方法 

  ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動

又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評

価しております。ただし、振当処理によっている為替予約及び特例処理によっている

金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 

７．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理の方法 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 
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 注記事項 

①リース取引 
 ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。 
 
②有価証券 
 当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式

で時価のあるものはありません。 
 
③貸借対照表関係 

前 中 間 期 末 当 中 間 期 末 前   期   末 

 １．有形固定資産  １．有形固定資産  １．有形固定資産 

減価償却累計額  7,435,496千円 減価償却累計額  7,823,173千円 減価償却累計額  7,644,613千円 

 ２．担保に供されている資産  ２．担保に供されている資産  ２．担保に供されている資産 

  定期預金    750,000千円   建物  2,667,610千円   定期預金    750,000千円 

  建物  2,800,301   土地  8,976,396   建物  2,710,603 

  土地  8,976,396   定期預金（長期）  1,100,000   土地  8,976,396 

  定期預金（長期）    350,000 計 12,744,007   定期預金（長期）    350,000 

計 12,876,698   計 12,787,000 

上記のほか、関税法及び消費税

法等に基づき輸入商品の関税・消

費税等の納期限延長の担保とし

て、投資有価証券100,470千円を供

しております。 

上記のほか、関税法及び消費税

法等に基づき輸入商品の関税・消

費税等の納期限延長の担保とし

て、投資有価証券100,440千円を供

しております。 

上記のほか、関税法及び消費税

法等に基づき輸入商品の関税・消

費税等の納期限延長の担保とし

て、投資有価証券100,950千円を供

しております。 

 上記資産が担保に付されている 

債務 

 上記資産が担保に付されている 

債務 

 上記資産が担保に付されている 

債務 

 短期借入金  3,933,000千円  短期借入金  3,391,000千円  短期借入金  3,880,600千円 

 社債 

 長期借入金 

  900,000 

 6,187,000 

１年以内 

償還予定社債 

900,000 社債 

長期借入金 

  900,000 

6,239,400 

計 11,020,000  長期借入金  6,729,000 計 11,020,000 

 保証債務    750,000千円 計 11,020,000  保証債務    750,000千円 

   保証債務    750,000千円   

３．偶発債務 

債務保証 

 下記の関係会社の金融機関よ

りの借入に対し債務保証を行っ

ております。 

３．偶発債務 

債務保証 

 下記の関係会社の金融機関よ

りの借入に対し債務保証を行っ

ております。 

３．偶発債務 

債務保証 

 下記の関係会社の金融機関よ

りの借入に対し債務保証を行っ

ております。 

（ 会 社 名 ） （金  額） （ 会 社 名 ） （金  額） （ 会 社 名） （金  額） 

㈱ジャンボ     66,720千円 ㈱ジャンボ     38,160千円 ㈱ジャンボ     52,440千円 

㈱システック     10,000 ㈱システック     10,000 ㈱システック     10,000 

㈱テルウェル 
ホームセンター     30,000 ㈱テルウェル 

ホームセンター     60,000 ㈱テルウェル 
ホームセンター     60,000 

㈱ブロス      5,000 ㈲無量寿    750,000 ㈱ブロス     48,500 

㈲無量寿    750,000 計    858,160 ㈲無量寿    750,000 

  計    861,720     計   920,940 
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前 中 間 期 末 当 中 間 期 末 前   期   末 

保証予約 

 下記の関係会社の金融機関よ

りの借入に対し保証予約を行っ

ております。 

保証予約 

 下記の関係会社の金融機関よ

りの借入に対し保証予約を行っ

ております。 

保証予約 

 下記の関係会社の金融機関よ

りの借入に対し保証予約を行っ

ております。 

（ 会 社 名 ） （金  額） （会社名） （金  額） （ 会 社 名） （金  額） 

㈱システック     56,000千円 ㈱システック     10,000千円 ㈱システック     50,000千円 

計     56,000 計     10,000 計     50,000 

経営指導念書 

 下記の関係会社の金融機関よ

りの借入に対し経営指導念書を

差入れております。 

経営指導念書 

 下記の関係会社の金融機関よ

りの借入に対し経営指導念書を

差入れております。 

経営指導念書 

 下記の関係会社の金融機関よ

りの借入に対し経営指導念書を

差入れております。 

（ 会 社 名 ） （金  額） （会社名） （金  額） （ 会 社 名） （金  額） 

㈱ジャンボ    240,000千円 ㈱ジャンボ    150,000千円 ㈱ジャンボ    240,000千円 

計    240,000 計    150,000 計    240,000 

 ４．消費税等の表示 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

 ４．消費税等の表示 

同    左 

 ４．消費税等の表示 

 未払消費税等は流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 
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④損益計算書関係 

前 中 間 期 当 中 間 期 前     期 

１．営業外収益のうち重要なもの １．営業外収益のうち重要なもの  １．営業外収益のうち重要なもの 

受取利息       12,021千円 受取利息     10,858千円 受取利息       23,133千円 

受取配当金        2,790 受取配当金      3,197 受取配当金       4,200 

２．営業外費用のうち重要なもの ２．営業外費用のうち重要なもの  ２．営業外費用のうち重要なもの 

支払利息      159,832千円 支払利息    147,424千円 支払利息      315,104千円 

社債利息        8,434 社債利息      7,924 社債利息      16,075 

３．特別損失のうち重要なもの ３．特別損失のうち重要なもの  ３．特別損失のうち重要なもの 

減損損失    1,334,048千円 減損損失    273,608千円 減損損失 1,334,048千円 

退職給付引当 

金繰入額 

69,369 前期末における未払
従業員給料手当及び

法定福利費等 

168,842 退職給付引当 

金繰入額 

138,739 

４．減損損失  ４．減損損失  ４．減損損失 

当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。 

当社は、ホームセンター事業につ

いては各店舗毎、賃貸物件について

は個別の物件毎にグループ化し、減

損損失を認識しております。 

ホームセンター事業においては、

近隣の同業他社との厳しい競争の結

果、営業損益の悪化が予想される店

舗について帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、また賃貸物件において

は、土地市場価格の下落により帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（1,334,048千

円）として特別損失に計上いたしま

した。その内訳といたしましては、

建物621,561千円、構築物78,432千

円、土地517,531千円、その他116,522

千円であります。 

 なお、各資産の回収可能価額は正

味売却価額又は使用価値により測定

しており、正味売却価額については

不動産鑑定士による不動産鑑定評価

額等を、使用価値については将来キ

ャッシュ・フローを３％で割り引い

て算定しております。 

場所 用途 種類 

愛知県稲沢市 

他６件 
店舗 

建物及び 

構築物等 

岐阜県岐阜市 

他２件 
賃貸物件 土地 

 当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。 

当社は、ホームセンター事業につ

いては各店舗毎にグループ化し、減

損損失を認識しております。 

ホームセンター事業においては、

近隣の同業他社との厳しい競争の結

果、営業損益の悪化が予想される店

舗について帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失

（273,608千円）として特別損失に計

上いたしました。その内訳といたし

ましては、建物132,780千円、構築物

20,536千円、その他120,291千円であ

ります。 

 なお、各資産の回収可能価額は正

味売却価額により測定しており、正

味売却価額については不動産鑑定士

による不動産鑑定評価額等により算

定しております。 

場所 用途 種類 

静岡県榛原郡 

他６件 
店舗 

建物及び 

構築物等 

 当事業年度において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を

計上しました。 

当社は、ホームセンター事業につ

いては各店舗毎、賃貸物件について

は個別の物件毎にグループ化し、減

損損失を認識しております。 

ホームセンター事業においては、

近隣の同業他社との厳しい競争の結

果、営業損益の悪化が予想される店

舗について帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、また賃貸物件において

は、土地市場価格の下落により帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（1,334,048千

円）として特別損失に計上いたしま

した。その内訳といたしましては、

建物621,561千円、構築物78,432千

円、土地517,531千円、その他116,522

千円であります。 

 なお、各資産の回収可能価額は正

味売却価額又は使用価値により測定

しており、正味売却価額については

不動産鑑定士による不動産鑑定評価

額等を、使用価値については将来キ

ャッシュ・フローを３％で割り引い

て算定しております。 

場所 用途 種類 

愛知県稲沢市 

他６件 
店舗 

建物及び 

構築物等 

岐阜県岐阜市 

他２件 
賃貸物件 土地 

５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 

有形固定資産      210,558千円 有形固定資産     183,619千円 有形固定資産      423,946千円 

無形固定資産        2,980 無形固定資産        980 無形固定資産        3,960 
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